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への支援が再開、本格化したのは 1992 年のことであった。1995 年から 99 年にかけてベトナム、
ラオス、ミャンマー、カンボジアが順次 ASEANに加盟し、ASEAN10 カ国体制が完成した。
これによって ASEANは人口約 6億人、インドに匹敵する経済規模をもつ一大経済圏になった。

































ASEAN DIVIDEというターミノロジーが、ASEAN6 と CLMVとの経済格差が ASEANの統
合ひいては東アジアの統合に妨げになるという文脈において意識的に使われるようになった。
ASEANは 2003 年の首脳会議で、1997 年 6 月の非公式首脳会議で公表した「ASEANビジョ
ン 2020」の具体化を推し進める形で、2020 年までに安全保障共同体、経済共同体、社会文化
共同体の三つの共同体よりなる ASEAN共同体を打ち出した（外務省 a　1999）。この完成年








済成長、人々の生活の向上などを掲げている（外務省 d　2007）。これを受けて 2008 年 1 月に
日メコン外相会議が開催され、2009 年を日メコン年に設定すると共に ODAと貿易・投資との
有機的連携、青年招聘計画、東西回廊物流効率化支援などを打ち出した。
日本政府の開発計画で注目すべきものに、2009 年 4 月の「アジア所得倍増計画」がある。こ











経済倍増計画に総額 670 億ドルが拠出される。その内訳は、ODAで最大 200 億ドル、貿易保
険枠 200 億ドル、環境投資支援イニシアティブ 50 億ドルそして貿易信用補完への貿易金融支
援 220 億ドルとなっている（外務省 f　2009）。







































製品や雑貨が流入してきている。2009 年には中国外務省は ASEANに今後 3～ 5 年間で総額
150 億ドルを融資することを公表した。そして、インフラ整備やエネルギー開発推進のため
100 億ドル規模の「中国―ASEAN投資協力基金」を設立することを明らかにした（「日本経済























済協力が実施され、日本はトップ・ドナーとしてウ・ヌー政権（1948 － 62 年）およびネーウィ



















1992 年から 2005 年まで 3次の経済計画を実施してきており、現在は第 4次の経済計画（2006










系企業のミャンマーへの投資も低調である。2006 年 3 月末までの外国投資の累計額を見ると、





















輸出総額 30026.1 100.0 45.4 
タイ 13533.8 45.1 72.0 
インド 4217.2 14.0 48.4 
中国 3530.4 11.8 66.1 
香港 2316.6 7.7 55.7 
シンガポール 1047.9 3.5 -31.6 
日本 952.4 3.2 20.5 
マレーシア 507.6 1.7 -6.1 
インドネシア 506.4 1.7 33.1 
ドイツ 430.0 1.4 18.2 
韓国 353.8 1.2 57.9 
輸入総額 16835.0 100.0 46.2 
シンガポール 5928.0 35.2 83.0 
中国 4185.8 24.9 54.1 
タイ 1749.4 10.4 27.1 
インド 916.5 5.4 97.0 
日本 896.3 5.3 46.8 
マレーシア 634.5 3.8 -21.8 
インドネシア 539.8 3.2 60.6 
韓国 486.9 2.9 -2.4 
米国 248.1 1.5 -48.1 




年度 円借款 無償資金協力 技術協力
2004 - 9.09 20.41
2005 - 17.17 20.15
2006 - 13.54 21.11
2007 - 11.81 20.02
2008 - 41.29 19.36
累計 4029.72 1839.18 379.27
出所） 外務省国際協力局編『政府開発援助（ODA）
国別データブック 2009』　98 ページ
第 2表　認可外国投資（2006 年 3月 31 までの累計）
（金額：100 万ドル）
年度 円借款 無償資金協力 技術協力
1 タイ 57 7375.623 
2 英国 40 1569.524 
3 シンガポール 70 1434.213 
4 マレーシア 33 660.747 
5 香港 31 504.218 
6 フランス 3 470.370 
7 オランダ 5 238.835 
8 米国 15 243.565 
9 インドネシア 12 241.497 








































2009 年 3 月に合意文書に調印されている（MFNL　2009/04）。天然ガス用と石油用の二本のパ
イプラインが、インド洋に面するミャンマー・ヤカイン州のチャウピューからマンダレー近郊
を通り、中国領の端麗を経由して雲南省の省都・昆明まで敷設される。パイプラインの起工式
は 2009 年 10 月 31 日に行われ、天然ガス用パイプラインは 2013 年、石油用のパイプラインは










グループは 2009 年 6 月 CNPCと 25 年から 30 年にわたり天然ガスを供給する契約を結んだ。
大宇は1日あたり1500立方フィートのガスを少なくとも25年間にわたって供給する。この間、
大宇は 100 億ドルを超える収益を見込んでいる。総事業費は石油パイプラインがおよそ 15 億
ドル、また、天然ガス・パイプラインが 10 億 4935 万ドル、それぞれ見込まれている。これら











































台の成長を続けている。2001 年に、「2001 ～ 2010 年社会経済開発戦略」で 2020 年までに工業
国の仲間入りを目指す目標を明らかにしている。2006 年第 10 回共産党大会では、① 2020 年の
工業国実現のための基盤作り、② 2010 年までに 2000 年の GDPの 2.1 倍を実現、③ 2006-10






















円借款が多いが、この 5年間は年 800 億円台から 900 億円台で推移している。円借款は交通運
輸、下水排水処理などの社会経済インフラ整備に当てられているため金額もふくらみ勝ちであ

















材育成などを目的として専門家を派遣する。2008 年の技術協力の額は、約 60 億円で、累計額
は 836 億円であった（外務省 e　2009）。
ベトナムの投資環境が整備されるにつれて外国投資が増大してきている。1988 年から 2007
年までの各国別の累計投資額をみると、韓国、シンガポールそして台湾が上位 3位を占め、い
ずれも 100 億ドルを超えてきている。韓国、台湾は小口投資が多いせいか、件数は、1800 件前
後に達している。日本は 928 件、90 億ドルで第 4位につけている（ジェトロ海外調査部編　
2008）。しかし、後述のように、大型案件が目白押しであり、受注しだいでは大きく伸びる可
能性がある。中国は 536 件、17 億ドル程度で順位も 11 位に過ぎない。つまり、直接投資はそ
れほど多くはないが、現在、中国本土で賃上げを要求するストライキが多発しているところか
ら今後はベトナム・シフトが起こる可能性がある。ただし、台湾および香港からの累計投資額
がそれぞれ 105 億ドル、58 億ドルに達しており、中国の潜在的なプレゼンスはもっと高いとみ
るべきであろう。（第 5表）中国企業によるベトナムへの直接投資が増え始めたのが 2000 年前




翌 2004 年に同協定は発効した。2005 年より経済連携協定（EPA）の二国間協議に入り、2008
年 12 月両国政府は EPAに署名し、同協定は 2009 年 10 月に発効した。今後 10 年間で貿易額
第 5表　ベトナムへの国投資 (1988-2007 年累計）
（金額：100 万ドル）
順位 国名 件数 累計額
1 韓国 1837 13533.6 
2 シンガポール 543 10739.2 
3 台湾 1788 10528.1 
4 日本 928 9037.8 
5 英国 192 6856.5 
6 香港 452 5824.0 
7 マレーシア 246 2821.2 
8 米国 375 2795.8 
9 オランダ 84 2592.5 
10 フランス 195 2419.2 
11 中国 536 1699.0 
12 タイ 168 1666.9 





年度 円借款 無償資金協力 技術協力
2004 820.00 49.14 85.55 
2005 908.20 44.65 74.02 
2006 950.78 30.97 72.94 
2007 978.53 21.19 80.94 
2008 832.01 26.63 59.65 




の 92％で関税が撤廃される。円借款で整備されたインフラとして、国道 5号線、第二国道 1号
線、カイラン港の建設、ハイフォン港の拡張などがある。日本のベトナムへの投資は 1990 年
代に入って増え始め、1997 年のアジア通貨危機まで順調に拡大したが、その後は危機の影響で
1998 年から 2003 年までの 6年間は低迷した。そして、2004 年頃から急拡大し 2008 年には投

































3兆円を見込んでいる。建設計画を 2段階にわけ、第 1段階で 4基、第 2段階でさらに 4基を
建設する。当初予定の 4基は、ベトナム南部のニントアン省の 2ヶ所に中型炉を建設する。1
基あたり 100 万キロワットの発電能力をもち、したがって 4基で 400 万キロワットの総発電能


























第 6表　ベトナムの主要国 ･地域別輸出入（2007 年）
（金額：100 万ドル）
金額 構成比（％） 伸び率（％）
輸出総額 48561.4 100.0 21.9 
米国 10089.1 20.8 28.9 
日本 6069.8 12.5 16.0 
オーストラリア 3556.9 7.3 -2.6 
中国 3356.7 6.9 10.8 
シンガポール 2202.0 4.5 35.0 
ドイツ 1855.1 3.8 28.4 
英国 1431.4 2.9 21.3 
マレーシア 1390.0 2.9 14.4 
輸入総額 62682.2 100.0 39.6 
中国 12502.0 19.9 69.2 
シンガポール 7608.6 12.1 21.3 
台湾 6916.6 11.0 43.4 
日本 6177.7 9.9 31.4 
韓国 5334.0 8.5 37.8 
タイ 3737.2 6.0 23.2 
マレーシア 2289.7 3.7 54.5 
香港 1941.4 3.1 34.7 
インドネシア 539.8 3.2 60.6 
韓国 486.9 2.9 -2.4 
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